
現在、１/２

返 済 担保・
方 法 保証人

商工会議所及び商工会の ■運転資金 年

中小企業 会員又は各々が実施する （事業資金） １，５００万円 ７年以内(１年以内) 1.95% 元 金 金融機関 (商工会議所、商工会)

経営安定 経営指導を受けており、 事業経営の安定 ■設備資金 均 等 の取扱い 会頭又は会長の

資　　金 １年以上引き続き同一の 及び合理化 ２，０００万円 １０年以内 年 月 賦 の認定書を添えて

事業を営む中小企業者等 ■特認 (２年以内) 2.10% 償 還 取扱金融機関

 ３，５００万円

市内に工場又は事業所（製

企業体質 造業）を有し、１年以上引き (設備資金) ２，０００万円 １０年以内 年 元 金 金融機関 (商工会議所、商工会)

改善資金 続き同一の事業を営む中小 機械設備の購入又 総事業費の (２年以内) 2.10% 均 等 の取扱い 会頭又は会長の

企業者等 は生産設備の建設 ３／４以内 月 賦 の認定書を添えて

償 還 取扱金融機関

商工会議所及び商工会の (設備資金) 　

店　　舗 会員又は各々が実施する 店舗の新築、改築、 ２，０００万円 １０年以内 年 元 金 金融機関 (商工会議所、商工会)

近代化 経営指導を受けており、１年 増築及び店内施設 (２年以内) 1.90% 均 等 の取扱い 会頭又は会長の

資　　金 以上引き続き同一の事業を の設置並びに顧客 月 賦 の認定書を添えて

営む中小企業者(卸売業、 用駐車場（用地取 償 還 取扱金融機関

小売業及びサービス業) 得費は除く)の整備

商工会議所及び商工会の

中小企業 会員又は各々が実施する (運転資金) ３，０００万円 ７年以内 年 元 金 金融機関 (商工会議所、商工会)

特別支援 経営指導を受けている中 経営の安定及び (１年以内) 1.70% 均 等 の取扱い 会頭又は会長の

融資資金 小企業者で次のいずれか 経営基盤の強化 月 賦 の認定書を添えて

に該当する中小企業者 償 還 取扱金融機関

（１）最近３か月または６か

月の売上が前年または２、 　

３年前の同期と比較して

減少している者 　

（２）最近３か月（算出困難

な場合は直近決算期）の 　

平均売上総利益率または

平均営業利益率のいずれ 　

かが前年同期と比較して 　

　 減少している者 　 　 　

(取扱金融機関)

中小企業 市内において引き続き１年 (運転資金) １，０００万円 ６ヶ月以内 年 元 金 金融機関 申込期間

季節資金 以上同一の事業を営んで 夏季及び年末年始 1.95% 均 等 の取扱い 夏季　

　 いる中小企業者 の資金需要 月 賦 　　6/15～8/31

償 還 年末年始

　　11/1～12/30

①信用保証協会の保証対

中小企業 象となる業種の中小企業 (事業資金） １，０００万円 １０年以内 年 元 金 金融機関 (商工会議所、商工会)

創業者 を市内で創業するために 開業に必要な資金 (２年以内) 1.90% 均 等 の取扱い 会頭又は会長の

支援融資 具体的な計画を有する者 月 賦 の認定書を添えて

資　　金 ②中小企業を市内に創業 償 還 取扱金融機関

して１年に満たない者 年

上記のいずれかに該当し、 1.70%

商工会議所又は商工会の

実施する創業者支援定期

セミナー又は個別指導を

受け自己資金(開業に必要な

資金の1/5以上）を有する者

市における工場立地の促 (設備資金) 元 金 (市企業立地室）

進に関する条例第３条に 基準内用地の取得 ５億円 １０年以内 年 均 等 金融機関 市長の認定書を

定める企業又は市長が 費又は基準内工場 総事業費の (２年以内) 2.20% 月 賦 の取扱い 添えて取扱金融機関

特に認める企業の代表者 の新設若しくは増設 ２／３以内 償 還
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現在、２/２

返 済 期 間 返 済 担保・
（据 置 期 間） 方 法 保証人

引き続き１年以上市内に (生活資金) 元金又は

居住し、同一事業所に１年 生活の維持・向上に １人　 １００万円 ５年以内 年 元利均等 (北陸労働金庫）

以上勤務する者 必要な資金全般 2.90% 月賦償還

市内に居住し、育児休業等を

勤労者 取得中又は取得しようとす (生活資金) １人　 １００万円 ５年以内 年 元利均等 金融機関 (北陸労働金庫）

育児休業等 る者で、育児休業等期間終 育児休業等取得期 ※　但し借入額が 1.40% 月賦償還 の取扱い

生活資金 了後、復職することが確実 間中に必要とする 　　５０万円以下の 又は

な者であり、育児休業等に係 生活資金 　　場合は３年以内 元利均等

る他の公的融資制度を利 月賦・半年賦

用していない者 併用償還

水道施設整備費補助金の 　 (市上下水道課)

水道施設設備 交付を受けた町内会の会長 （事業資金） ３，０００万円 ７年以内 年 元金均等 金融機関 市長の認定書

事業資金 又は簡易水道等の代表者 (１年以内) 1.90% 年賦償還 の取扱い を添えて取扱

金融機関

新築、増築、及び改築工事 元金均等 (市総務課)

ｺﾐｭﾆﾃｨ施設 並びにおおむね３５万円以 （事業資金） ５００万円 ５年以内 年 半年賦償還 金融機関 市長の認定書

整備資金 上の改修工事を行う町内 （１改修工事１５０万円） 1.90% 又は元金均等 の取扱い を添えて取扱

会の会長 月賦償還 金融機関

引き続き１年以上市内に

市民福祉 住所を有する者で、生活費 （生活資金） ５０万円 ３年以内 年 元金又は 金融機関 (市生活支援課)

小口資金 又は教育費若しくは医療費 （教育資金） （住宅改造資金は８０万円） 2.40% 元利均等 の取扱い 市長の認定書

若しくは在宅重度身体障害 （医療資金） 月賦償還 を添えて取扱

者等が居住する住宅の改造 （住宅改造資金） 金融機関

に充てる資金を必要とする

者

勤労者
小口資金

金融機関
の取扱い
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